
資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」（平成19年）より作成。
（注１）「運動習慣のある者」とは、１回30分以上の運動を週２日以上実施し、１年以上継続している者。
（注２）「欠食」は、①何も食べない（食事をしなかった場合）、②菓子、果物、乳製品、し好飲料などの食品のみ食べた場合、③錠剤・カプセル・
　　　　顆粒状のビタミン・ミネラル、栄養ドリンク剤のみの場合、の３つの場合の合計。
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資料：総務省「就業構造基本調査」（平成19年）
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朝食の欠食率についても若い世代が高い状況に
ある（２０歳代男性は３３．１％、女性は２３．５％、３０
歳代男性は２７．０％、女性は１５．０％）（図１－
２－３８）。

４ 高齢者の就業

（１）高齢者の就業状況
ア ６０歳を過ぎても働く高齢者、働きたい高齢
者は多い
高齢者の就業状況についてみると、男性の場

合、就業者の割合は、５５～５９歳で９０．５％、６０～

６４歳で７３．１％、６５～６９歳で５０．１％となってお
り、６０歳を過ぎても、多くの高齢者が就業して
いる。また、不就業者では、６０～６４歳の不就業
者（２６．９％）のうち３割以上の者が、６５～６９歳
の不就業者（４９．９％）のうち２割以上の者が、
それぞれ就業を希望している。また、女性の就
業者の割合は、５５～５９歳で６１．６％、６０～６４歳で
４３．５％、６５～６９歳で２８．２％となっている（図
１－２－３９）。
また、６０歳以上の有職者の就業を希望する年

齢についてみると、平成１９（２００７）年の意識調

図１－２－３８ 年齢階級別にみた生活習慣の状況

図１－２－３９ 高年齢者の就業・不就業状況
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資料：内閣府「高齢者の健康に関する意識調査」（平成19年）
調査対象：60歳以上の有職者

査では、「働きたいうちはいつまでも」が４１．２％
であり、１８年調査の３４．１％から大幅に上昇した
（図１－２－４０）。

イ 高齢者が就業を希望する理由は「健康を維
持したい」が最多
高齢不就業者が就業を希望する理由をみる

と、男性は５５～５９歳で「失業している」の割合
が５２．５％と高いが、年齢階級が上がるにつれて
大幅に減少し、「健康を維持したい」、「知識や
技能を生かしたい」の割合が増加しており、６５
歳以上では「健康を維持したい」が３０．６％と最
も高くなっている。女性も、男性と同様、年齢
階級が上がるにつれて「失業している」の割合
が減少し、「健康を維持したい」の割合が増加
している（表１－２－４１）。

ウ ６０歳を境に非正規雇用が増加
高齢者の雇用形態についてみると、５５～５９歳

では男性の７４．９％、女性の３７．６％が正規の職
員・従業員となっているが、６０～６４歳で男性
４１．０％、女性２５．８％、６５～６９歳で男性２１．２％、
女性２４．３％と年齢が高まるとともに低下してい
る（図１－２－４２）。

（２）高齢者の就業を取り巻く環境
ア 高齢者の雇用情勢は改善傾向で、就業率は
６０歳代前半で上昇
全産業の雇用者数の推移をみると、平成１９

（２００７）年時点で、６０～６４歳の雇用者が３５２万
人、６５歳以上の雇用者が２７２万人と大幅に伸び
ている（図１－２－４３）。
また、定年到達予定者等の状況をみると、定
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資料：総務省「就業構造基本調査」（平成１９年）
（注）就業希望者とは、無業者のうち「何か収入になる仕事をしたいと思っている者」を指す。

図１－２－４０ 退職希望年齢

表１－２－４１ 高齢就業希望者の就業希望理由別割合
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資料：総務省「就業構造基本調査」（平成19年）
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資料：総務省「労働力調査」（平成20年）
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年到達予定者のうち、継続雇用予定者の割合
は、平成１７（２００５）年に比較して、平成２０（２００８）

年には、４８．４％から７３．３％と大幅に伸びている
（図１－２－４４）。

図１－２－４２ 高齢者の雇用形態

図１－２－４３ 雇用者数の推移（全産業）



資料：厚生労働省発表資料（平成20年10月）

（千人）

2019 （年）18平成17

未定

定年による離職
予定者

継続雇用予定者

定年到達予定者
128

（51.6％）

120
（48.4％）

247
（72.5％）

316
（73.3％）

90
（20.8％）

26
（6.0％）

94
（27.5％）248

340

432

306
（76.7％）

92
（23.1％）

399

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

（％）（％）

平成
2
3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

（年）
20 平成

2
3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

（年）
20

資料：総務省「労働力調査」
（注）年平均の値。
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年齢階層別　完全失業率 60～ 64歳の就業率推移（男女別）
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高齢者の雇用情勢をみると、平成２０（２００８）
年の完全失業率は平成１９（２００７）年までは改善
傾向が見られるが、世界的な金融危機を背景と
した経済状況の悪化による影響を注視していく
必要がある。また、就業率は６０歳代前半で大き
く上昇している。（図１－２－４５）。

イ 中高年の４割は就労のために「健康・体力
づくり」に努めている
「高齢期における就労に備えて、努めている

こと」については、「健康・体力づくり」が
４４．４％で最も高い。また、「就労したいが、努
めていることは特にない」は２１．６％、「就労し
たくない」も２０．２％となっている。
「高齢期における就労に備える上での不満や

問題点」については、「特にない」が半数以上
だが、具体的な項目では、「仕事が忙しくて休
みや時間とれない」が１７．１％で最も高い。（図
１－２－４６）。

図１－２－４４ 定年到達予定者等の状況

図１－２－４５ 年齢階級別にみた完全失業率、就業率
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（３）性・年齢別の労働力率が平成１８（２００６）
年と同水準で推移した場合、労働力人口は
約１０年で４４０万人減少する見込み

平成２０（２００８）年の労働力人口は６，６５０万人
で、前年と比べて、１９万人の減少となった。そ
のうち６５歳以上の者は５６６万人（８．５％）となり、
労働力人口総数に占める６５歳以上の者の比率
は、昭和５５（１９８０）年の４．９％から上昇を続け
ている（図１－２－４７）。
性・年齢別の労働力率が平成１８（２００６）年の

実績と同じ水準で推移すると仮定して１９（２００７）
年１２月に厚生労働省雇用政策研究会が行った推
計によれば、２９（２０１７）年の労働力人口は６，２１７
万人となることが見込まれ、１８（２００６）年に比

べて４４０万人減少することとなり、労働力人口
総数に占める６５歳以上の者の比率も１０．６％とな
ることが見込まれている（図１－２－４８）。

５ 高齢者の社会参加活動

（１）活発になる高齢者の社会参加
ア 近所の人たちとの交流が弱まっている
６０歳以上の高齢者の近所の人たちとの交流に
ついてみると、「親しく付き合っている」は
４３．０％、「あいさつをする程度」は５１．２％となっ
ている。過去の調査結果と比較すると、「親し
くつきあっている」が減少する傾向がみられる
一方で、「あいさつをする程度」が増加してお
り、近所同士の結びつきが弱まっている（図

特にない ５７．５
仕事が忙しくて休みや時間とれない １７．１
費用がかかりすぎる １５．１
適当な教育訓練機関が見つからない ８．０
セミナーや講座等の情報が得にくい ５．０
職場や同業団体研修機会十分でない ４．６
優秀な講師や指導者が少ない ３．８
受講コースや資格効果が定かでない ３．５
わからない １．９
その他 １．８

（参考）高齢期における就労に備える上での不満や問題点（複数回答）
（対象は上記設問で「就労したくない」「わからない」以外の回答を
選択した層に対する質問）

資料：内閣府「中高年者の高齢期に備えての意識に関する調査」（平
成１９年）より作成。

（注）調査対象は５５歳～６４歳までの男女

図１－２－４６ 高齢期における就労への準備（複数回答）


